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         4・２６大船渡市議選 

必勝募金へ 

ご協力をお願いします。 

 日本共産党の大門実紀史参院議員は決算委員会で新型コロナ感染症 

拡大に伴う経済危機への対応として、消費税５％への減税とともに、 

感染防止対策は「自粛と一体の補償」を求めました。 

市民からの相談、意見 

仮設住宅の退去期限が３月３１日。し

かし、新築工事が進まない。中国から

の資材が届かず、３月完成、引越し予

定だったが、間に合わなかった。 

       ５０代 男性 

政府のマスク 2 枚支給で

は足りない！ 

ドラッグストアでも全然

買えない。 

   20 代  女性 

「コロナ」を理由に自

宅待機。給料もでない。

このままでは生活でき

ない。 

６０代 女性 

年度末お客さんがとても少な

かった。閉店も考えたが、「大震

災の時に比べれば」とがんばっ

ている。 

市内の飲食業の店主 

一次休校の時、学童ク

ラブに弁当が届き助か

りました。  

４０代の女性 
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滝田松男 山本和義 

新型コロナ
対策 

大門 雇用不安も全国に広がり、解雇・雇い止めや内定取り消しが起きている。世界各国は企業に対して支

援と同時に解雇禁止措置など雇用を守る対策もある。特別融資には解雇制限などの要件をつけるべき。 

安倍 リーマンの時のようなことがあってはならない。雇用を守るようしっかり要請したい。 

大門 雇用調整助成金について、自民党が１０分の９の提言だが、いっそのこと１０分の１０にすべき。迅速に

支給するため受付体制と手続きの簡素化を。 

安倍 各国の対策を研究する。 

「それが感染症拡大防止にもなる」 

大門参院議員が安倍首相に迫る 

大門 消費税増税と新型コロナという二重の打撃を受け深刻な大不況に突入。内需を支え、中

小企業と国民負担を具体的に軽減するため、消費税 5％への減税を。 

安倍 効果がある施策として現金給付の対策をとる。 

大門 「（昨年消費税増税前）首相がリーマン・ショック級の出来事が起きない限りといって 

増税した。そのリーマン・ショック以上の事態になった。減税すべき。 

安倍 減税までの間、消費が落ち込むと憂慮する人もいる。 

大門 生活必需品は買い控えが起きない。 

大門 現場からの声は、政府の責任ある補償だ。自粛要請と補償は一体であり、対策の基本原則にす

べきだ。 

安倍 税金で補償することはなかなかできない。 

大門 ドイツではコロナによる損害対象に約 6 兆円給付を決定。日本でも直接支援をすべきであり、ド

イツでできて日本でできないわけがない。 

安倍 たいへん現実的な提言をいただいた。 

大門 自治体レベルでは独自の中小企業支援が始まり、京都では観光業へ緊急助成制度ができた。

2009 年補正では「地域活性化・経済危機対策臨時交付金」1 兆円もあった。事業継続、顧客・販路

の回復、仕事おこしなど地域レベルの事業に活用できる「地方臨時交付金」を創設すべき。自民党

の提言や全国知事会の要請、与野党をこえた要望だ。 

安倍 ご提言も含めて検討していきたい。 
「解雇制限の要件をつけよ」」 

「いま大事なのは家計と内需を支えること。消費税減税すべき」 

ドイツでは事業所（従業員 5人以下）に約 110 万円を一括給付 

 

自粛、自粛で仕事が
なくなった。 

 40 代 男性 

コロナを理由に自宅待機。給料も

出ず、年金だけでは、家賃も払え

ない！生活できない！ 

   60 代 女性 

無利子融資といっ

たって、これ以上借

金なんかできないヨ 

６０代 事業主 

 日本共産党市議

団は各所で「コロ

ナ」問題の調査を

行っています。その

声をご紹介します。 

ホタテの貝毒被害も

出て、、さらに「コロナ
の影響も出ていて大

変だ。 
  ６０代 漁業者 

 泊まりのキャ
ンセルも多い。
都会からお客
さんが来ない
ようになった。 
 宿泊業 

東京の親戚が来
れなくなったと、 
３０人分の予約
がキャンセルに
なった。 菓子店 

しっかり検
査できるよ
うにしてほ
しい。 

８０代女性 
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